
人件費
33億1,020万円
10.3％

繰出金
25億5,279万円

8.0％

物件費
33億5,503万円
10.4％

維持補修費
6億1,991万円 1.9％

投資・出資金・貸付金
5億1,715万円
1.6％

扶助費
71億8,681万円
22.4％

扶助費
71億8,681万円
22.4％

補助費等
39億2,787万円
12.2％

補助費等
39億2,787万円
12.2％

公債費
47億6,920万円
14.9％

普通建設事業
58億479万円
18.1％

普通建設事業
58億479万円
18.1％

災害復旧事業
3,825万円
0.1％

性質別
義務的
経費
47.6％

義務的
経費
47.6％

投資的
経費
18.2％

投資的
経費
18.2％

その他
34.2％
その他
34.2％

予備費
2,000万円 0.1％

（その他内容）
議会費

2億5,520万円 0.8％
労働費

4,783万円 0.1％
農林水産業費

12億2,511万円 3.8％
商工費

4億9,968万円 1.5％
災害復旧費
5,479万円 0.2％
予備費

2,000万円 0.1％

消防費
15億8,271万円

4.9％

教育費
25億8,692万円

8.1％

その他
21億261万円 6.5％

民生費
104億397万円
32.4％

民生費
104億397万円
32.4％衛生費

26億2,622万円
8.2％

衛生費
26億2,622万円
8.2％

総務費
48億444万円
15.0％

公債費
47億6,920万円
14.9％

土木費
32億2,593万円
10.0％

目的別

県支出金
21億5,861万円
6.7％

地方譲与税ほか
14億1,785万円 4.4％

市税
50億407万円
15.6％

市税
50億407万円
15.6％

自主財源
20.4％
自主財源
20.4％

依存財源
79.6％
依存財源
79.6％

地方交付税
115億1,053万円
35.8％

分担金および負担金
3億2,589万円
1.0％

使用料および手数料
3億7,802万円
1.2％
財産収入ほか
8億2,679万円
2.6％

市債
54億1,130万円
16.9％

国庫支出金
50億6,894万円
15.8％

平成28年度五所川原市一般会計予算は平成28年度五所川原市一般会計予算は321億200万円321億200万円
活力ある・明るく住みよい豊かなまち　～みんな大好き ごしょがわら～

　平成28年度当初予算が五所川原市議会で可決されました。
　新庁舎本体および排雪ステーション等の建設に伴う建設事業費の増加により、平成27年度当初予算に比べる
と５億8,600万円、1.9%の増となりました。
　平成28年度当初予算書・当初予算概要書は、市ホームページにも掲載します。

財政課　内線2212

＜主な歳入の種類＞
◆市税（前年度比△368万円）
　市民の皆さんから直接納めていただいている税で、市民税、固定資産税、軽
自動車税、たばこ税などがあります。農業所得の増収による個人市民税の増や、
家屋の新増築件数の増による固定資産税の増を見込む一方、たばこ消費の減
少によるたばこ税の減もあり、前年度比0.1%の減収を見込んでいます。
◆地方交付税（前年度比＋1億4,900万円）
　全国一律の行政サービスが受けられるように、国税の一部を財源として国が
一定の基準により市町村に交付するものです。国からは前年度比0.3％の減が
示されていますが、当市では補正係数等を勘案し、前年度比1.3％の増としてい
ます。
◆市債（前年度比＋1億7,280万円）
　道路や公園、学校などの建設事業等を行う際に、その財源として市が借り入
れる借金です。学校給食センター建設事業で13億1,180万円、消防防災施設整
備事業で1億1,790万円それぞれ減となるものの、本庁舎整備事業で11億2,860
万円、排雪ステーション建設事業で3億7,370万円、公営住宅建設事業で1億
3,520万円の増となり、市債全体として前年度比3.3％の増となっています。

＜主な歳出の種類（目的別）＞
◆民生費（前年度比＋74万円）
　児童手当費、生活保護費、障害福祉サービス費や老人福祉関係など福祉
全般にかかる経費で、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療特別会計
に対する繰出金も含まれます。新たに年金生活者等支援臨時福祉給付金給
付事業を実施しますが、民生費全体では前年度とほぼ同規模となっていま
す。
◆総務費（前年度比＋13億8,772万円）
　庁舎やコミュニティセンター等の管理、広報、徴税、戸籍、選挙などに
かかる経費です。新庁舎本体の建設工事に着手する本庁舎整備事業が13億
5,911万円の増となることから、総務費全体では前年度比40.6％の増となっ
ています。
◆土木費（前年度比＋5億8,968万円）
　道路、街路、公園、市営住宅等の整備や維持管理などにかかる経費です。
唐笠柳・錦町線などの道路整備を引き続き行うとともに、平成26年度に実
施した道路ストック点検事業の結果に基づく市道の修繕や排雪ステーショ
ンの建設等により、土木費全体では前年度比22.4％の増となっています。 

＜主な歳出（性質別）＞
◆義務的経費＜人件費、扶助費および公債費＞（前年度比＋1億5,300万円）
　人件費が前年度比1億3,354万円の減となっているものの、障害福祉サービ
ス費や市債償還額が増加傾向で、扶助費および公債費ともそれぞれ2億6,687
万円、1,967万円の増となり、義務的経費全体で前年度比1.0％の増となって
います。
◆投資的経費＜普通建設事業など＞（前年度比＋4億3,196万円）
　平成28年度で事業が終了する学校給食センター建設事業および唐笠柳･錦
町線整備事業などで事業費が減額となるものの、本庁舎整備事業、排雪ステ
ーション建設事業、公営住宅建替事業などが本格化することにより、前年度
比8.0％の増となっています。
◆その他の経費＜補助費等、物件費および繰出金など＞（前年度比＋104万円）
　補助費等は、新規事業として五所川原市高等看護学院修了者定着促進事業
等を実施することから、前年度比1,658万円、0.4％の増となっています。
　物件費は、社会保障・税番号制度システム整備事業で7,191万円の減とな
ることなどから、前年度比7,933万円、2.3％の減となっています。
　維持補修費については、道路修繕や排雪業務を拡充することから、前年度
比5,108万円、9.0％の増となっています。

財政の弾力性など歳出の構造がわかります。性質別分類

各行政分野に対する経費の配分がわかります。目的別分類

一般会計歳入（321億200万円）

一般会計歳出（321億200万円）

五所川原市総合計画の重点プロジェクトの推進
安全・安心な暮らしづくりの推進
市民と行政とのよりよいパートナーシップの構築 のために予算を重点的に配分

2五所川原市役所　☎35－2111

平成28年度一般会計の主な新規・拡充・継続事業と予算
凡例…□新：新規事業　□拡：拡充事業　□継：継続事業

五所川原市総合計画の重点プロジェクトの推進 その他の主な事業

安全・安心な暮らしづくりの推進

市民と行政とのよりよいパートナーシップの構築

■若者の定住促進
拡移住定住促進事業 2,013万円
　市外からの移住子育て世帯が民間賃貸住宅に入居する場合、家賃か
ら住宅手当を差し引いた実質負担額の２分の１（上限２万円／月、24
カ月）を補助。また、移住子育て世帯等が住宅を新築･購入する場合
は、住宅取得費用の一部（上限100万円）を補助。

新ふるさと回帰同窓会支援事業 60万円
　市内で開催される同窓会に要する経費（１件当たり２万円）を補助。

新複合経営・六次産業化支援事業費補助金 600万円
　稲作農家が新規に野菜作付に取り組む場合、作付に係る資材および
種子購入費の２分の１以内または20万円以内のいずれか低い額を助成。

継青年就農給付金事業 6,695万円
拡Ｕ・Ｉ・Ｊターン雇用促進奨励事業 200万円
　市外からの転入者で県内中小企業に雇用されたUIJターン就職者等、
または転入後６カ月以内に市内において起業した者に対し、20万円を
支給。

新創業者支援利子補給金 100万円
　新たに創業する者が日本政策金融公庫の創業融資制度を活用した場
合、当該融資において支払われた利子（約定利息の１回目から12回目
までに限る。）の全額を補給。

新空き工場等賃借料補助金 240万円
　市内空き工場等を活用して事業を行う場合、月額賃料の２分の１ま
たは10万円のいずれか低い額を補助。

新五所川原市高等看護学院修了者定着促進事業 900万円
　五所川原市立高等看護学院３年次の学生で、卒業後市内に住所を置
いて、西北五地域保健医療圏域内の医療機関等に就職する意思のある
者に対し、月額５万円を給付。

新ごしょがわら縁結びサポート事業（平成27年度繰越） 866万円
　結婚を希望する男女のマッチングシステムとして、「ごしょがわら
縁結びサポートセンター」を開設。また、縁結びサポーターの養成と
ネットワーク化を図るとともに、婚活イベント等を開催。

■交流倍増
新北海道新幹線開業効果促進事業（平成27年度繰越） 2,592万円
　北海道新幹線奥津軽いまべつ駅開業を好機と捉え、周辺自治体と協
働し、広域的な周遊観光等を図る。
内容：奥津軽いまべつ駅二次交通運行事業、移住･交流促進動画制作

ほか
新あおもり10市大祭典運営事業 60万円
　県内10市の祭・地域伝統芸能・食文化・特産品・観光情報等を一堂
に集めた「あおもり10市大祭典」が五所川原市にて開催（９月開催予
定）。

継走れメロスマラソン事業 1,788万円

■元気・健康づくり
継がん検診推進事業 8,079万円
継学生発平均寿命アップ実現プロジェクト事業 76万円
継食育推進支援事業 12万円
拡スクールカウンセラー派遣調査研究事業 346万円
　新規にスクールカウンセラーを２校に配置

継いじめ防止対策事業 146万円

継自主防災組織育成事業 301万円
継空き家対策事業 224万円
継唐笠柳・錦町線整備事業 1億6,700万円
継排雪ステーション建設事業 3億8,777万円
継本庁舎整備事業 24億5,887万円
継消防防災施設整備事業 1億4,837万円
新市浦コミュニティセンター大規模改修事業 326万円
　老朽化に伴う大規模改修で、平成28年度は設計を行う。

継自治会振興交付金事業 894万円
継市民提案型事業 660万円
継市民討議会開催費補助金 40万円
拡ふるさと納税推進事業 1,624万円
　ふるさと納税者に対し、市ブランド認定商品等を贈呈するとともに、
津軽鉄道・立佞武多の館・斜陽館の周遊券を送付。

拡津軽鉄道経営強化支援事業 950万円
　ふるさと納税（津軽鉄道コース）の寄付金を活用して、津軽鉄道に
対する助成を行うとともに、津軽鉄道通学定期利用者に対し、定期代
の一部を補助。

■総務費
継新エネルギー設備導入促進事業 201万円

■民生費
新年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業 1,500万円
継臨時福祉給付金給付事業 4,976万円
拡施設型給付費給付事業 14億5,688万円

■衛生費
継妊婦健康診査事業 4,413万円
継予防接種事業 1億4,337万円
継子宝祝金支給事業 750万円
継乳幼児医療給付事業 5,518万円
継浄化槽設置整備事業 6,226万円
継プラスチック製容器包装分別収集事業 4,214万円

■農林水産業費
継中山間地域等直接支払事業 4,441万円
継多面的機能支払交付金事業 2億4,757万円

■商工費
継消費者行政事務費 1,133万円
拡信用保証料補給費補助金 1,000万円
継まつり開催補助金 4,220万円
継五所川原地域ブランド推進事業 424万円

■土木費
継道路橋長寿命化修繕事業 3億5,000万円
継住宅リフォーム助成事業 2,002万円
継公営住宅建替事業 5億706万円

■教育費
拡学校教育支援員配置事業 2,136万円
新ＩＣＴ教育環境整備事業 738万円
　ＩＣＴ教育環境整備のため、平成28年度は小・中学校１校ずつをモ
デル校とし、校内無線ＬＡＮ、教師用タブレット端末等の整備を行う。

新子ども司書養成講座事業 13万円
　読書活動推進のため、そのリーダーとして「子ども司書」を養成す
る。

◆企業会計予算
■水道事業
効率的に水道施設を管理
運営するためアセットマ
ネジメントに取り組み、
経費節減と安定的かつ効
率の良い事業運営に努め
ていきます。

◆特別会計予算

各財産区特別会計の予算は省略させていただきます。

■工業用水道事業
厳しい経済情勢の中、新
たな契約企業は見込めな
い状況が続いていますが、
より一層の効率的な運営
に努めます。

■下水道事業
資産の適正な維持管理と
経営状況の正確な把握に
より、効率的かつ計画的
な経営に努めます。浄化
槽設置費の一部補助制度
については住宅の増改築
および新築向けを対象と
して継続実施します。

区　　　　　　分 予 算 額 前年度比（％）
国民健康保険事業勘定 92億5,907万円 ▲ 1.1
国民健康保険医科診療施設勘定 1億8,163万円 ▲ 14.2
国民健康保険歯科診療施設勘定 3,850万円 ▲ 18.0
後期高齢者医療 5億7,067万円 ▲ 1.0
介護保険 61億8,543万円 2.9
高等看護学院 1億 602万円 ▲ 0.5

水道事業 予 算 額 前年度比（％）
収益的収入 15億3,650万円 ▲ 0.8
収益的支出 13億5,473万円 ▲ 2.1
資本的収入 3億　 50万円 1.6
資本的支出 8億5,970万円 0.7

工業用水道事業 予 算 額 前年度比（％）
収益的収入 1億1,798万円 0.7
収益的支出 8,668万円 8.7
資本的収入 8,104万円 ▲ 18.4
資本的支出 1億4,556万円 0.7

下水道事業 予 算 額 前年度比（％）
収益的収入 9億 235万円 ▲ 2.0
収益的支出 10億4,970万円 ▲ 1.2
資本的収入 8億5,661万円 ▲ 0.6
資本的支出 9億7,586万円 ▲ 0.3

3 広報ごしょがわら　４月号


